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あらまし 本論文では次世代移動通信システムを実現するための基地局アンテナ及び端末アンテナの技術につ
いて述べる．基地局アンテナについては特に伝送速度の高速化に伴う所要電力増加，及びマイクロ波帯利用に伴
う損失増加に起因して要求される高利得・低損失アンテナの実現に向け，アンテナの給電系の損失を低減する手
法として RF 回路一体型アンテナに着目するとともに，RF 回路ごとに必要となるダイプレクサの小形・低損失
化を行う一手法としてフィルタ一体型アンテナ構成について述べる．また端末アンテナについては，端末として
代表的である携帯電話アンテナに注目し，特に高速データ伝送実現において重要となるマルチアンテナ実現に向
けた課題，マイクロ波帯で携帯電話アンテナを構成する上での課題について述べたのち，携帯電話アンテナの検
討を行う上で重要となるアンテナの評価法に関する今後の方向性について述べる．

キーワード 基地局アンテナ，携帯電話アンテナ，RF回路一体型アンテナ，マルチアンテナ

1. ま え が き

2001年に第 3世代の移動通信システムである IMT-

2000 のサービスが開始され，2006 年には HSDPA

（High Speed Downlink Packet Access）サービスが

開始されるなど，移動通信システムは高速化に向け

絶え間なく開発が行われてきている [1], [2]．近年は，

IMTの周波数帯で最大 100 Mbit/s程度の高速データ

通信を可能とする LTE（Long Term Evolution）や

WiMAXなど，データ伝送速度をより高速化するシス

テムの開発が本格化している [3], [4]．更に次世代の移

動通信システムとして，IMT-Advanced と呼ばれる

20～100 MHz程度の帯域幅で屋外 100 Mbit/sから屋

内 1Gbit/s 程度の高速伝送の実現を目標としたシス

テムの研究も既に開始されており，屋外移動環境にお

いて数 Gbit/s のデータ伝送を行った試験結果も報告

されている [5]．

次世代移動通信をサービスする周波数帯についても

ITUにおいて議論が進められており，2007年 11月に
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行われたWRC（World Radio Conference）において

3.4～3.6 GHz帯の周波数が新たに IMT用周波数とし

て特定され，3GHz以上の周波数帯を用いた移動通信

システムの実現可能性について模索され始めている．

移動通信において高速データ伝送を実現する上で

は，多値変調やMIMO 多重伝送のための信号処理技

術，誤り訂正技術，各ユーザの電波環境を考慮したス

ケジューリング技術などの無線伝送技術の技術開発も

重要な課題であるが，本論文では特に電波の出入口で

ある基地局アンテナ及び端末アンテナについて，高速

データ伝送を実現するための技術に着目する．本論文

では基地局アンテナ及び端末アンテナのそれぞれにつ

いて，まずアンテナに要求される性能及び現状のアン

テナ技術を概観する．その後，次世代移動通信システ

ムにおいて更なる高速データ伝送を実現する上でアン

テナに求められる技術課題について述べる．基地局ア

ンテナについては特に伝送速度の高速化に伴う所要電

力増加・マイクロ波帯利用に伴う損失増加に起因して

要求される高利得・低損失アンテナを実現するための

技術に着目する．また端末アンテナについては，端末

として代表的である携帯電話アンテナに注目し，特に

高速データ伝送実現において重要となるマルチアンテ

ナ実現に向けた課題，マイクロ波帯で携帯電話アンテ
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ナを構成する上での課題について述べたのち，携帯電

話アンテナの検討を行う上で重要となるアンテナの評

価法に関する今後の方向性について述べる．

以下，本論文の構成は 2.及び 3.において基地局及

び携帯電話アンテナへの要求条件と，これまでに検討

されたアンテナ技術について概説する．次に 4. にお

いて次世代移動通信システム実現に向けた基地局アン

テナの課題及び課題解決に向けた要素技術について述

べ，5.において携帯電話におけるマルチアンテナ実現

に向けた課題，マイクロ波帯用携帯電話アンテナ実現

の課題及びアンテナ評価技術の動向について述べる．

6.において本論文のまとめを述べる．

2. 基地局アンテナへの要求性能

移動通信用の基地局アンテナとしては，屋外に設置

されるものや建物内に設置されるもののほか，トンネ

ルなどのように屋外の電波の届きにくい場所をエリア

化するためのアンテナなどがあるが，本論文では移動

通信用基地局として代表的なアンテナである屋外に設

置されるアンテナに着目する．

基地局アンテナの性能に要求される主な項目，要求

条件，及び実現技術をまとめたものを表 1に示す．基

地局アンテナに要求される主な項目としては下記の四

つが挙げられる．

（ 1） 指向性

（ 2） 動作帯域

（ 3） ダイバーシチ

（ 4） その他（小形・軽量化，受動相互変調ひず

み等）

以下，各項目について要求条件及びこれまでに検討さ

(a) Horizontal plane (b) Vertical plane

図 1 基地局アンテナに求められる指向性
Fig. 1 Required radiation pattern for base station antenna.

れているアンテナ技術について概説する．

2. 1 指 向 性

基地局アンテナの指向性としては，基地局のエリア

内は十分な電界強度となり，同一周波数を使用するエ

リア方向へは不要な放射を行わない指向性が要求され

る．例えば IMT-2000のように符号分割多重アクセス

（CDMA）方式を採用し，隣接するセル及びセクタで

同じ周波数を使用する場合，各セクタにおける水平面

内指向性を図 1 (a)の点線で示すようにセクタ全体を

覆う指向性とすると，隣接セクタ同士が重なるエリア

では干渉が大きくなりエリア全体で見たときの加入者

容量が低下する．よって，エリア全体での加入者容量

を最大とするため，実線で示すように電力半値角をセ

クタ角よりも狭くした指向性が用いられる [6]．垂直面

内についても，隣接セル方向への干渉を低減するため，

図 1 (b)に示すように主ビーム方向をセル端方向に傾

け（チルトさせ），隣接セル方向の指向性利得を低減

表 1 基地局アンテナへの要求条件と実現技術
Table 1 Requirements and solutions for base station

antennas.
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図 2 基地局アンテナの構成例
Fig. 2 Typical base station antenna configuration.

した指向性が用いられる．

図 2に基地局アンテナの構成例を示す．現在はセク

タセル構成が一般的であるため，水平面内指向性を単

一指向性とするために，アンテナ素子としては反射板

付ダイポールアンテナやパッチアンテナが用いられる．

垂直方向はアレー構成となっており，移相器を配置し

てチルト角を可変とした構成が一般的である．移相器

をすべての素子に配置すると，移相器が大きくなりア

ンテナが大型化するとともにコストが高くなるため，

いくつかの素子を単位としたサブアレーごとに位相を

制御する構成が用いられる．サブアレーを構成する素

子数を増やすとアレー間隔が広くなりグレーティング

ローブの発生や利得劣化が生じるため，サブアレー内

の素子数はグレーティングローブや利得などの特性と

移相器数とのトレードオフになる [7]．サブアレー単位

で励振位相を制御する構成としたときに，グレーティ

ングローブや利得劣化を抑えることが可能な励振位相

の設定法に関する検討結果も報告されている [8], [9]．

またチルト角は基地局アンテナ設置時に一度設定して

も，周辺に新たな基地局が設置されるなど置局状況の

変化によって適切なチルト角がしばしば変更となるた

め，移相器の設定位相を遠隔で制御できる構成も開発

されている [10]．更に基地局のエリア内の電界強度を

基地局からの距離によらず一定にする目的でアンテナ

の指向性を cosec2 特性とする設計法や指向性のヌル

を埋める構成なども提案されている [11]．

図 3 0.8/1.5/2GHz 帯共用基地局アンテナ
Fig. 3 Triple band (0.8/1.5/2 GHz) base station an-

tenna.

2. 2 動 作 帯 域

基地局アンテナはシステムが使用している周波数帯

で，入力インピーダンス特性及び指向性が所望の性能

を満足する必要がある．現在の IMT-2000のシステム

は加入者容量を確保するため 0.8，1.7，2GHz帯と複

数の周波数帯（マルチバンド）でサービスを行ってい

るため，アンテナもマルチバンドで動作する必要があ

る．また後述するように，屋外に設置するアンテナの

本数はできるだけ削減する必要があるため，異なる周

波数帯を利用する複数システム用アンテナを統合した

ものも開発されている [12], [13]

基地局アンテナの広帯域化・マルチバンド化を実現

する方法としては，無給電素子を配置する構成が一般

的に用いられている．より広帯域の特性を実現する構

成として，板状の無給電素子を配置することにより線

状無給電素子を用いた場合に対して倍の帯域を実現し

た例も報告されている [14]．IMT-2000 導入当初開発

された PDC を共存するマルチバンドアンテナでは，

800MHz 帯，1.5GHz 帯及び 2 GHz帯で動作する必

要があり，無給電素子を配置して 3周波数で動作する

マルチバンド素子構成が実現されている [12], [15]．し

かし 800 MHzと 2GHzでは 2倍以上の周波数差があ

り，物理的な素子の位置が同じ場合電気的な素子間隔

が倍以上異なる．よって 2 GHz帯におけるグレーティ

ングローブを低減するように素子間隔を狭く設定する

と，800 MHz帯では素子間隔が狭すぎて相互結合が大

きくなり効率が劣化する．この結合を抑える構成とし

て，図 3に示すように反射板に片端を終端したスタブ

を素子間に配置する構成が提案されている [16]．この

構成により 1.5 GHz帯及び 2 GHz帯の入力インピー

ダンス特性に影響を与えず，800 MHz 帯の結合特性

の改善を実現している．また広帯域に指向性を一定に

するアンテナ構成として，反射板の構造を工夫するこ
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とにより 600 MHz程度から 2GHzの間でほぼ 120度

一定の電力半値角を実現するアンテナ構成や，更に無

給電素子の形状を円筒状にすることによって入力イン

ピーダンス特性と電力半値角の両方の広帯域化を実現

するアンテナ構成が報告されている [17], [18]．

2. 3 ダイバーシチ

移動通信システムではフェージングによる伝送特性

劣化を補償するため，ダイバーシチ構成が必須である．

屋外に設置される基地局アンテナでは 2 ブランチの

空間ダイバーシチ構成及び偏波ダイバーシチ構成が広

く用いられている．ダイバーシチで重要となるブラン

チ間の相関特性は電波の到来特性に依存し，空間ダイ

バーシチ構成の場合，到来波の角度広がりが狭くなる

ほどブランチ間の相関を下げるために必要なアンテナ

間隔が広くなる．東京における測定結果では素子間隔

を 5波長以上とするとブランチ間相関を 0.6以下にで

きることが報告されている [19]．空間ダイバーシチ構

成ではアンテナを二つ配置する必要があるが，設置ス

ペースの削減を目的としたアンテナ構成として，隣接

するセクタ方向を向くアンテナを 1本のアンテナに収

納し，アンテナ間隔を確保しながらスペースの削減を

行ったアンテナも開発されている [10]．

偏波ダイバーシチ構成は特に市街地では建物等によ

る反射・散乱により十分低いブランチ間相関を得るこ

とができる．偏波ダイバーシチ構成は二つのアンテナ

を一体構成することができるため，設置スペースを削

減できること，設置がしやすいという観点から特に都

市部に設置されるアンテナに有効である．偏波ダイ

バーシチのアンテナ構成としては，反射板付きダイ

ポールアンテナを用いて垂直・水平偏波で構成したも

の [20]，更に水平偏波のダイポール素子形状を変形さ

せて細径化したもの [21], [22]，パッチアンテナを用い

て構成したもの [23]などの開発例が報告されている．

2. 4 その他（小形細径化，受動相互変調ひずみ等）

屋外設置用の基地局アンテナは．鉄塔や自立柱，建

物の屋上などに設置される．特に建物の屋上に設置す

る場合，屋上の強度条件に適合するようにアンテナ設

置に必要な強度を低減することが重要となる．アンテ

ナ設置強度を考える上では，アンテナが受ける風に

よって設置基部にかかる風圧荷重が問題となる．風圧

荷重低減のため，風圧係数の小さい円筒形状がアンテ

ナ形状としてよく用いられる [24]．また前述したアン

テナのマルチバンド化やダイバーシチアンテナの一体

化によるアンテナ本数削減も設置場所における強度低

減に有効である．アンテナ自体を細径化する検討とし

ては，反射板付ダイポールアンテナの反射板形状を円

筒状にすることにより，従来構成に比較してアンテナ

径を半分にできることが報告されている [17]．

小形・細径化以外の条件としては，受動相互変調ひ

ずみ（PIM：Passive Inter-Modulation）により発生

する送信信号の受信系への回り込みの低減も重要な課

題であり，金属部分の不完全な接合がないようにする

などの対策を十分行う必要がある [25], [26]．また近年

では景観に適合したアンテナ概観の実現も要求されて

おり，街路灯に一体化したアンテナなども開発されて

いる [27]．

3. 携帯電話アンテナへの要求性能

移動通信に用いられる端末としては，携帯電話，カー

ド型端末，ノート型PC内蔵モジュール，通信モジュー

ル等様々な形態が存在するが，本論文では移動通信に

おいて代表的な端末である携帯電話のアンテナに着目

して議論を進める．

携帯電話アンテナの性能に要求される主な項目，要

求条件，及び性能改善技術をまとめたものを表 2に示

す．携帯電話アンテナの性能に要求される主な項目と

しては下記の四つが挙げられる．

（ 1） 放射効率

（ 2） 指向性

（ 3） 動作帯域（マルチバンド）

（ 4） 人体による影響

以下，各項目について要求条件及びこれまでに検討さ

れているアンテナ技術について概説する．

3. 1 放 射 効 率

携帯電話のアンテナとしては，ホイップアンテナな

どの外部に引き出すアンテナや，固定ヘリカルアンテ

ナなどの筐体から突出した形状のアンテナが広く用

いられてきたが，近年では携帯電話のデザイン性を考

表 2 携帯電話アンテナへの要求条件と実現技術
Table 2 Requirements and solutions for handset an-

tennas.
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慮し，逆 L アンテナなどの内蔵型のアンテナが主流

になってきている．よってアンテナは筐体内の限られ

た空間に配置する必要があるため，小形なアンテナが

必要になるとともに，アンテナ近傍に回路部品やカメ

ラ，ディスプレイなどの金属部品が配置される．これ

らが放射効率の劣化要因となっており，この放射効率

の劣化を低減することが携帯電話アンテナの性能改善

において重要となっている．放射効率の劣化を抑える

ためには，アンテナの大きさを可能な限り大きくする

とともにアンテナ周辺に金属部品をできるだけ配置

しないような部品配置や筐体設計が必要となる．携帯

電話にアンテナを配置すると，携帯電話の回路基板に

も電流が流れるという現象を積極的に利用し，筐体全

体をアンテナとして利用してアンテナの大きさを確

保する構成も提案され，実用アンテナとして用いられ

ている [28]．また使用状態の違いに起因するインピー

ダンスの不整合による効率劣化を改善する手法とし

て，整合条件を適応的に調整する手法も提案されてい

る [29], [30]

3. 2 指 向 性

携帯電話アンテナの指向性としては，図 4 (a)に示

すように携帯電話を使用する状態で電波が到来する方

向に指向性を有することが求められる．しかし携帯電

話は待受け，通話，メールやインターネットを見るブ

ラウジング等，様々な状態で使用される．このような

あらゆる使用状態における性能を規定することは不可

能であるため，一般には通話などの代表的な使用状態

において，電波の到来特性を考慮してアンテナ性能を

(a) Required radiation pattern (b) Radiation pattern example of hand-

set antenna. (metal plate: 100 ×
50mm (both), mopole: 24 mm, fre-

quency: 2GHz)

図 4 携帯電話用アンテナの指向性への要求条件
Fig. 4 Requirement for radiation pattern of handset antenna.

評価し，これら代表的な使用状態で高いアンテナ性能

を実現できるように筐体構成，回路部品配置やアンテ

ナ構成が調整される．

電波の到来特性を考慮してアンテナ性能を評価する

指標としてパターン平均化利得（PAG：Pattern Aver-

aging Gain）や平均実効利得（MEG：Mean Effective

Gain）が提案され，広く用いられている [31], [32]．パ

ターン平均化利得は参照アンテナで受信した値との比

で定義され，平均実効利得は絶対的な値として定義さ

れる．平均実効利得 Gmeg は式 (1)で与えられる．

Gmeg =

∫ 2π

0

∫ π

0

{
XPR

1 + XPR
Gθ(θ, φ)Pθ(θ, φ)

+
XPR

1 + XPR
Gφ(θ, φ)Pφ(θ, φ)

}
sin θdθdφ

(1)

式 (1)において，XPRは φ成分の偏波の到来波の平均

電力に対する θ 偏波の到来波の平均電力比，Gθ，Gφ

はそれぞれ θ，φ成分の指向性利得，Pθ，Pφはそれぞ

れ θ，φ 成分の到来波の分布を示す．携帯電話周辺で

は電波が水平面内の一様な方向から到来するという伝

搬特性の評価結果に基づき，到来波の分布としては水

平面内の指向性利得を平均した値がよく用いられてい

る．しかし近年は特に都市部においてセルがマイクロ

セル化し，電波の到来方向は水平よりもやや上方にな

るという結果も報告されており [33]，使用環境に適し

た到来波分布を適切に考慮していく必要がある．

携帯電話のアンテナの指向性は，筐体内の回路基板
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に流れる電流の影響により，特に筐体の長さが 0.5波

長を超える周波数帯では，筐体の長手方向を含む面

の指向性がひずんだ形状となる．図 4 (b)は折畳み型

（クラムシェル型）の携帯電話筐体を 2 枚の金属板で

モデル化し，ヒンジ部にモノポールアンテナを配置し

たときの放射特性をモーメント法により計算した結果

を示している．筐体の全体長は約 1.3 波長となってい

る．携帯電話の使用時に，指向性利得が低い方向が電

波の到来方向と一致するとパターン平均化利得が低下

するため，このヌル方向が使用時に電波の到来方向と

ならないように調整される．また様々な使用状態での

アンテナ性能を向上する方法として，複数のアンテナ

を配置し，使用状態に応じてアンテナを切り換える構

成も用いられている．

3. 3 動作帯域（マルチバンド）

2. で述べたように IMT-2000 はマルチバンドシス

テムであるため，携帯電話にもマルチバンドアンテナ

が必要となる．マルチバンドを実現するアンテナ構成

としては，逆 L アンテナをもとにして分岐構造を用

いるものなどが提案されている [34]～[36]．更に近年

の携帯電話には移動通信システムによる通信機能のみ

ならず，ディジタルテレビ波受信，GPS受信，非接触

型 ICカードや，GSMやWLAN，Bluetoothなど別

の通信システムまで，様々な機能を実現するための無

線応用システムを搭載することが求められている．そ

のため携帯電話には数多くの周波数帯域での動作が求

められ，現状では複数のアンテナを携帯電話の中に配

置している．アンテナ容積の削減のため高誘電体で小

形化したチップアンテナが GPSや Bluetooth 用アン

テナ等に用いられており，また IMT-2000（UMTS）

と GSM，Bluetooth，WLANまで含めたマルチシス

テムを共用可能なアンテナ構成なども報告されてい

る [37], [38]．

3. 4 人体による影響

携帯電話は，通話状態やブラウジング状態では頭部

や手がアンテナ特性に影響するため，指向性や入力イ

ンピーダンス特性を評価する上では人体の影響を十分

考慮する必要がある．また携帯電話から放射される電

波は，電波法によって規定された電波防護指針を満足

する必要がある．電波防護指針を満足するとともに頭

や手などによるアンテナ性能の劣化を避けるように，

アンテナ構成や携帯電話内におけるアンテナ配置位置

が選定される．最近の折畳み型の携帯電話では，携帯

電話を保持したときの手による性能の劣化が小さく，

かつ通話状態で頭部からの距離が比較的とれるヒンジ

部へアンテナが配置される．また手によるアンテナ特

性への影響を低減するため，折返し構造のように回路

基板に電流が流れにくいアンテナ構造の適用や [39]，

前述したようにインピーダンス変動に起因する整合損

失を補償するために，インピーダンス変動を適応的に

検出し適切な整合条件に調整する整合回路構成につい

ても提案されている [29], [30]．回路基板の電流低減は，

手の影響を低減する上では有効であるが，効率や帯域

の確保が課題になる．

4. 次世代移動通信システム実現に向けた
基地局アンテナ技術

4. 1 基地局アンテナに要求される課題

図 5 に次世代移動通信システム用基地局及び携帯

電話アンテナに要求される技術課題を示す．次世代移

動通信システムでは，限られた周波数資源を有効に利

用しながら高速データ伝送をできるだけ広いエリアで

実現することが要求される．また前述したように次世

代移動通信システム用の周波数帯としてマイクロ波

帯（3～4GHz）も想定されており，マイクロ波帯では

PDC や IMT-2000 で用いられている周波数（0.8～

2GHz）に比較して伝搬損や給電回路の損失が増加す

る．また新しいシステムを導入する際には，従来シス

テムとの共存も重要となる．このような環境でシステ

ムを実現する上での基地局アンテナへの要求条件とし

ては以下が考えられる．

（ 1） 周波数利用効率を上げるため，信号多重・干

渉低減を空間領域で実現

（ 2） データ速度の高速化に伴うビット当りの電力

を確保するための，アンテナ・無線回路を含めた RF

系の高出力・高利得特性

（ 3） 高速伝送を実現するための広帯域特性

（ 4） 従来システムとの共存のためのマルチバンド

特性

上記（ 1）の空間領域における信号多重・干渉低減は，

MIMO 多重伝送技術やアダプティブアレーアンテナ

技術により達成される．また（ 2）の高出力・高利得

特性実現のためには，アンテナ利得の増加及びアンテ

ナ・給電系での損失の低減が必要となる．上記を考慮

すると次世代移動通信システム用基地局アンテナとし

ては，アレーアンテナ構成が必須と考えられる．更に

（ 3）の広帯域特性及び（ 4）のマルチバンド特性を考

慮すると，アレーアンテナの性能は周波数特性を有す
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図 5 次世代移動通信用基地局及び携帯電話アンテナに要求される技術
Fig. 5 Required technologies for base station and handset antennas used in next

generation mobile communication system.

るため，従来システムとの共存や高速データ伝送のた

めの広帯域・マルチバンド特性をどのように両立する

かが重要な検討課題になる．また 2.で述べたダイバー

シチ構成や小形・細径化，受動相互変調ひずみなどは

同様に考慮する必要がある．最終的なアンテナ構成は，

システム要件，上記の要求条件，設置するアンテナ装

置全体の大きさや導入コスト等を総合的に勘案して決

定される．

現時点では，次世代移動通信システムの具体的条件

が明確でないため，本論文では以下，特に上記の（ 1）

と（ 2）の要求条件に着目した要素技術について述べ

る．上記（ 1），（ 2）を実現する技術として，まず利得

増大や干渉低減を行うためのアレーアンテナに必要と

なる技術について述べるとともに従来の検討例を概説

する．次に給電系における損失の低減に向け筆者らが

検討している RF一体型アンテナに適用するフィルタ

一体型アンテナについて述べる．

4. 2 利得増大・干渉低減のための基地局アレーア

ンテナ技術

アンテナ利得を増大させるためには指向性を絞る必

要があるが，2.で述べたように基地局アンテナの指向

性は，自局のエリア内ではシステムにより要求される

電界強度を満足するように形成する必要がある．よっ

てサービスエリアを一つのビームで覆う場合には，そ

の指向性利得の最大値はサービスを行いたいエリアの

形状や大きさによって決定される．そのため，それ以

上の指向性利得が必要となる場合は，指向性がサービ

スエリアに比較して絞られるため，目的のエリア全体

をカバーするためには，エリア内に異なる方向のビー

ム（マルチビーム）を用意して，目的の端末方向の

ビームを選択したり，端末を追尾する機能が必要にな

る．一方移動通信システムでは各基地局のエリア内に

定期的に制御用の信号を報知する必要がある．よって

指向性を絞ることによりアンテナ利得を増加させると，

前述したようなマルチビームを順に切り換えながら報

知信号を送信する方法，または報知信号のみ送信電力

を増大させる方法，符号化利得により報知信号強度を

増大するなどの方法が必要となる．マルチビームで報

知信号を切り換えて送信するとシステムへの接続遅延

が生じ，報知信号のみ送信電力を上げる場合には，送

信アンプはその分出力の大きいものが必要になる．ま

た，符号化利得を用いる方法では伝送速度が下がるな

どの課題があり，信号の報知と利得増大や干渉低減の

ための狭ビーム化をいかに実現するかはシステム全体

の課題である [40]．

利得増大・干渉低減を目的としてマルチビームアン

テナやアダプティブアレーアンテナを基地局に適用す

る試みは 1990 年代後半から 2000 年代前半にかけて

活発に検討され，GSMや IMT-2000 のようなセルラ

システムへの適用検討や PHS のような TDD システ

ムへの適用検討などが報告されている [41], [42]．

MIMO 多重伝送を用いた高速データ伝送実現に関
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図 6 ヌル方向のずれに伴う干渉増大
Fig. 6 Interference increase caused by wrong null an-

gle.

するアレーアンテナ関連技術としては，特にアレーア

ンテナで送受信するための信号処理方法や伝搬チャネ

ルに関する研究が数多く報告されている [43]．MIMO

多重伝送で重要となるブランチ間相関低減のためには，

基地局環境のように到来波の角度広がりが狭い場合広

い素子間隔が必要となり，市街地における測定では相

関係数を 0.6以下にするためには 5波長程度の素子間

隔が必要となることが報告されている [19]．一方，ア

ダプティブアレーアンテナとして動作させるためには

素子間隔を広くすると角度に対する位相変動が大きく

なり，特にヌリングの精度に影響する．この影響は特

に送信時に指向性により干渉を与えないようにする場

合に問題となる．図 6に素子間隔が 0.5波長と 5波長

の 4素子直線アレーアンテナにおいて，ブロードサイ

ド方向から 40 度の角度から到来する干渉波を除去す

る指向性を形成したときに，角度方向のずれに対する

干渉の増大を示す．各アンテナでの入力 SNRは 20 dB

としている．図より分かるように素子間隔が 5波長の

場合，角度方向が 1度ずれると 0.5波長間隔アレーに

対して干渉量が約 10 dBも増大することが分かる．

MIMO 多重伝送機能とアダプティブアレーアンテ

ナ機能は伝搬環境に応じて使い分けて使用されるが，

アンテナ構成は同一であるため，アレーアンテナの素

子間隔の設定が重要な設計項目になる．またアレーア

ンテナ構成は従来のアンテナに比較して大きさが大き

くなるために，アンテナを小さくしながらMIMO 多

重伝送や干渉除去を行う目的で，直交偏波を用いる手

法や [44]，垂直面内のアレー指向性を制御する手法も

報告されている [45]．また，アレーアンテナの送受信

指向性を一致させる構成法なども提案されている [46]．

4. 3 給電損低減にむけた基地局アンテナ技術

次世代移動通信システムではデータ伝送速度の高速

化に伴い，ビット当りの電力を確保するために所要電

力が増大する．また前述したように，次世代移動通信

システム用の周波数帯の一候補としてマイクロ波帯

が考えられており，マイクロ波帯では IMT-2000で使

用されている周波数帯に比較して伝搬損や給電損が

増加する．これらの所要電力や伝搬損・給電損の現在

のシステムに対する増加量を試算すると，HSDPAに

おける最大データ伝送速度 14Mbit/sを基準に考えた

場合，データ伝送速度が 100 Mbit/s，1 Gbit/s の場

合はユーザ当りの所要電力は 8.5 dB，18.5 dB増加す

る．また屋外環境において基地局から放射される電波

の伝搬損の周波数特性は 20 log f で表されることが報

告されており [47]，現在 IMT-2000で用いられている

2GHz帯に対して搬送波周波数が 3.5 GHzの場合，伝

搬損が約 5 dB増加する．給電系の損失について考える

と，給電線損失は導線の表皮効果等により損失が大き

くなる．また周波数が高くなり波長が短くなると，ア

ンテナ物理サイズが小さくなりレドーム内部に配置す

る給電ケーブルの径も大きくできず，損失が増大する．

例えば外径 3.5 mmφ 程度のセミリジットケーブルで

3.5GHzにおける損失は 0.7 dB/m程度と 2 GHzに対

して 0.2 dB/m程度増大する．その他 RFコンポーネ

ントにおいても損失増加が想定されるため，2GHzに

対して数 dB 程度損失が増大することが想定される．

よってマイクロ波帯において HSDPAと同じサービス

エリアで 100 Mbit/s，1Gbit/s のデータ伝送を実現

する場合，現在のシステムに対してそれぞれ 15 dB及

び 25 dB以上大きな電力が必要となる．上記の要因と

してはデータ伝送速度の増大による所要電力の増加，

及び伝搬損の増大に起因する部分が大きいが，仮にア

ンテナ給電系において 2 dB 損失が増加すると，その

利得を補償するために必要なアンテナの大きさは 1.6

倍程度になる．給電系の損失低減はアンテナの小形化

の観点からも重要であるとともに，受信系においては

NF特性の改善送信系においては所要のふく射電力の

低減，基地局消費電力の低減に有効である．

アンテナ給電系の低損失化を行う方法としては，導

波管のような低損失線路を用いて給電線路損を低減す

る方法とアンテナの直後にアンプなどの RF回路を配

置する RF回路一体構成型のアンテナ構成とする方法

の二つが考えられる．特に RF回路一体構成型の場合，

アンテナ直後のアンプなどの出力を調整することでア

レーアンテナの指向性を柔軟に制御できるという利点

がある．そこで本論文では以後 RF回路一体型構成に
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図 7 RF 一体化アンテナの構成
Fig. 7 Block diagram of RF integrated antenna.

絞って議論を進める．

近年の移動通信システムの基地局構成では屋外のア

ンテナの近くに送受信機を配置し，給電損を低減した

構成も用いられているが [2]，ここで述べる RF回路一

体型構成とは，アンテナ素子の直後に RF回路が配置

された構成であり，給電損を理想的に除去することが

できる．RF回路一体型のアンテナは従来準ミリ波帯

やミリ波帯のような高い周波数帯で広く用いられてい

るが [48], [49]，2.6 GHz帯の航空機用のフェイズドア

レーアンテナとして適用した例や [50]，GSM の基地

局アンテナに適用した例も報告されている [51]．

RF回路一体型構成の基地局アンテナの構成イメー

ジを図 7に示す．RF回路一体型構成ではアンテナの

直後に RF回路が配置されるため．RF回路ごとに送

受を分けるダイプレクサを配置する必要がある．ア

レーアンテナ構成におけるチルト位相制御などの指向

性制御は，受信系では低雑音増幅後，送信系では電力

増幅前に位相制御部を配置することにより実現し，振

幅制御については増幅器の利得を制御することで実

現できる．各 RF回路単位の振幅・位相によりアレー

アンテナ全体の指向性が決定されるため，配置される

RF回路の振幅・位相については同期・校正が必須と

なる．同期制御や装置サイズ，指向性への影響などを

総合的に考慮して RF回路を配置する素子単位（サブ

アレー数）を決定する必要がある．その他放熱，電源

供給法，送受信系の結合の低減も重要な課題となる．

RF回路ごとに配置するダイプレクサの要求性能緩

和に向けて，比較的空間的に広い容積を用いて構成さ

れているアンテナ側にフィルタ機能を付加することが

考えられる．ダイプレクサの要求フィルタ性能緩和に

図 8 U 字スロットを用いたフィルタ一体化アンテナ
Fig. 8 Filter integrated antenna with U-slot.

より，ダイプレクサの小形・低損失化に寄与すると考

えられる．

アンテナにフィルタ機能をもたせる検討として

は [52] や [53], [54] などが報告されている．文献 [52]

はアンテナの給電線路にフィルタを配置する構成であ

り，[53], [54] は放射素子に切込みを入れることにより

ノッチフィルタ特性を実現している例である．

筆者らはダイプレクサ機能を実現する構成例として，

電磁結合給電マイクロストリップアンテナを用いて送

信用アンテナと受信用アンテナを別々に設け，送信用

アレー素子の間に受信用アレー素子を配置する構成を

想定し，受信アンテナの励振パッチの下の給電線路付

近に U 字型のスロットを配置して送信アンテナから

送信される信号の受信アンテナへの回り込みを抑圧す

るフィルタ機能を実現した構成を提案している [55]．

図 8にアンテナの構造図を，図 9に相互結合特性及び

放射特性の計算値を示す．ここでは相互結合低減特性

の基本的な特性を確認するため，送信用アンテナ及び

受信用アンテナがそれぞれ 1素子の場合で検討してい

る．送信及び受信のシステム周波数帯域としては，送

信側の下限周波数を基準に考え，規格化周波数で送信
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(a) Input impedance

(b) Radiation pattern

図 9 入力インピーダンス及び放射特性
Fig. 9 Input impedance and radiation pattern.

帯域 1～1.1，受信帯域が 0.77～0.88を想定している．

計算には CST Microwave Studio Suit 2006を使用し

た．アンテナの構造パラメータを表 3に示す．本アン

テナではボータイ形状のスロットで給電するとともに

無給電素子を配置することにより U字型スロットを配

置しない場合，受信帯域に要求されるほぼ 14%の比帯

域特性を VSWR1.5で実現している．送信信号の受信

アンテナへの回り込みとなる S21 は U 字スロットを

配置することにより，送信帯域の上限周波数で 10 dB

以上低減できている．また U字スロットをパッチ素子

の下に配置したことにより放射パターンに影響がない

ことが確認できる．しかし，この構成では送信帯域の

下限は 2 dB 程度の改善量しかなく，かつ受信帯域の

比帯域が約 10%程度に減少する．本特性を改善する

構成として，受信側素子の励振パッチを短冊状にして

フィルタ機能を実現する構成についても提案し，受信

アンテナの比帯域を 20%以上確保するとともに，送信

帯の信号の結合をフィルタ機能のないアンテナに対し

て 6 dB以上低減可能な構成も実現している [56]．

フィルタ性能についてはシステムで実際に使用する

周波数帯域と要求される抑圧性能に応じて設計・調整

表 3 アンテナ構造パラメータ
Table 3 Antenna configuration parameters.

が必要があり，実用に向けては更に詳細な検討が必要

である．

5. 次世代移動通信システム実現に向けた
携帯電話アンテナ技術

前述したように，次世代移動通信システム実現に向

けた携帯電話アンテナへの課題について図 5に示して

いる．携帯電話に用いられるアンテナには，携帯電話

への更なる小形・薄型・高機能化の要求を満足するた

め，3.に示した課題が引き続き求められる．更にデー

タ伝送速度の高速化に向け，アンテナを複数配置した

マルチアンテナによるダイバーシチ・MIMO 多重伝

送機能が携帯電話にも必須となる．

ここでは，まず今後 LTE でも導入が検討されてい

るダイバーシチ・MIMO 多重伝送を実現するための

マルチアンテナ構成に着目し，その実現に向けた課題

について述べる．次に次世代移動通信システムで想定

されるマイクロ波帯で携帯電話アンテナを構成する際

の課題について述べる．最後にマルチアンテナを含め，

携帯電話アンテナの検討において重要である評価法に

関する今後の方向性について述べる．
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図 10 地板共通化による相関係数への影響
Fig. 10 Influence on correlation coefficient by com-

mon ground plane.

5. 1 マルチアンテナ技術

マルチアンテナを用いたダイバーシチやMIMO 多

重伝送機能は電波の到来環境に応じて選択的に用いら

れる．ダイバーシチ機能は今までも携帯電話に導入さ

れた実績があるが，今後はより小形・薄型な携帯電話

に収納可能で，かつマルチバンド動作可能なマルチバ

ンド・マルチアンテナ構成が求められる．

マルチアンテナの性能を評価する指標としては，ダ

イバーシチで重要となる相関係数，MIMO多重伝送で

は加えてMIMO 伝送容量，更に見通し環境下でのア

ンテナ性能としてビームフォーミング利得が考えられ，

携帯電話のマルチアンテナには，これらの指標が同時

にそれぞれの要求条件を満たすことが求められる [57]．

携帯電話アンテナをマルチアンテナ構成としたとき

に第 1に課題になるのが，アンテナ間の相互結合に起

因する放射効率の劣化である．特に周波数が低くなる

とアンテナ間の電気的な素子間隔が狭くなるため相互

結合が大きくなり，一方のアンテナから放射された電

力が他方のアンテナの終端抵抗で損失しアンテナ効率

が劣化する．第 2 の課題はアンテナ間の相関特性で

ある．素子間隔が狭くなるとアンテナで受信する信号

の相関が大きくなりダイバーシチ及びMIMO 多重伝

送特性が劣化する．図 10 に 2素子の半波長ダイポー

ルアンテナが平行に配置されたとき，及びダイポール

アンテナの片側の素子部分同士を接続して共通の地板

に見立てたときの素子間隔に対する相関特性をモーメ

ント法により計算した結果を示す．指向性の計算には

Zeland 社の IE3D を用いている．相関特性は図中の

xy 面内から θ 成分の電界が一様に到来する条件で求

めている．半波長ダイポールアンテナの場合，相互結

合により素子間隔が 0.1波長程度でも相関係数は低下

するが，携帯電話のように地板を共通化すると地板上

に流れる電流の影響により相関係数は，例えば素子間

隔 0.2 波長では 0.1 以下から 0.7 程度へと大きく上昇

することが分かる．よって筐体上の電流の低減が重要

となるが，筐体電流の低減はアンテナの大きさの減少

につながり，アンテナ自体の放射効率の低下や狭帯域

化を招くため，アンテナ構成については総合的な調整

が必要となる．

相関係数は 3. の式 (1) に示したように電波の到来

特性に依存する．携帯電話アンテナの評価にあたり，

従来電波の到来特性は水平面内の一様な方向から到来

するモデルが一般的に用いられていた．しかしマルチ

アンテナを用いた通信では前述したように，ダイバー

シチや MIMO 多重伝送機能が，瞬時の電波の到来特

性を判定しながら選択的に適用される．よってマルチ

アンテナを用いた際の伝送性能を評価するためには，

より瞬時的な到来特性を用いながら，かつ携帯電話ア

ンテナの実際の指向性を考慮して評価する必要があ

る．より詳細な到来特性のモデル化に関してはこれま

で種々の検討結果が報告されており，文献 [58]に詳細

にまとめられている．また筆者らも含め，実際の携帯

電話に搭載されたアンテナの指向性を考慮するととも

に，到来分布の影響を考慮して IMT-2000で用いられ

ている周波数帯におけるマルチアンテナの性能を評価

した検討結果も報告されている [59], [60]．

5. 2 マイクロ波帯携帯電話アンテナ

次世代移動通信システムで想定されているマイクロ

波帯で携帯電話アンテナを実現する場合，波長が現在

の IMT-2000 で用いられている 2GHz帯に対して約

半分になるため，アンテナの物理的な大きさは小さく

なるとともに，マルチアンテナ構成時の電気的なアン

テナ間隔は広くなり，相互結合や相関特性の観点では，

現在のシステムに対して設計が容易になる．指向性は，

筐体の電気的な長さが 2GHz 帯よりも長く見えるた

め，2GHz帯の指向性よりもリプルを多く有する形状

となり，パターン平均化利得で評価したときのアンテ

ナ性能は 2GHz 帯と大きな違いは生じない．表皮効

果に伴う損失増大も生じるため，放射効率の改善につ

いては現在のアンテナと同様に必要となる．また 4. 3

で述べたように HSDPA と同じセルサイズを仮定し

たときの所要電力は 100 Mbit/s 伝送を想定した場合
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で 15 dB以上大きくなるため，基地局アンテナのみで

なく携帯電話アンテナの利得もできるだけ大きくする

ことが望まれる．アンテナ利得を向上する方法として

は，アンテナ素子及び波長が短くなる利点を生かし，

アレー合成による利得を向上する方法が考えられるが，

特に送信時における追尾誤りによる利得劣化などが課

題となる．

5. 3 携帯電話アンテナの評価法

近年，携帯電話の無線装置の性能について，アン

テナ性能と RF 回路性能を独立に評価するのではな

く，携帯電話から放射される全放射電力（TRP：Total

Radiated Power）で送信性能を評価し，各角度から

到来する電波を受信したときの最低受信感度を全空

間で平均した受信感度（TRS：Total Radiated Sen-

sitivity）で受信性能を評価する方法が提案されてい

る [61]．TRP，TRS の測定は全方向の測定が必要と

なるため，測定時間の短縮が課題となる．文献 [61]で

は自由空間，及び通話状態を想定し頭部ファントムに

近接した際の測定が提案されているが，今後，手の影

響の考慮やブラウジング状態での測定の規定も実用上

重要な課題となる．TRP，TRSで必要となる全空間

測定を効率的に行う方法として，筆者らは緯度方向と

経度方向を同時に回しながら測定することによって測

定時間を短縮する手法を提案している [62]．

マルチアンテナの性能を評価する上では，各アンテ

ナの指向性や放射効率，相関特性を精度よく測定する

ことが必要となるが，特に相関特性を評価するために

はアンテナごとの位相特性を測定する必要がある．位

相特性の測定には一般にベクトルネットワークアナラ

イザが用いられるが，ベクトルネットワークアナライ

ザとアンテナを接続するケーブルがアンテナ特性に影

響するという問題がある．このケーブルの影響を除去

するため，電気・光変換を行い，光ファイバを用いて

測定系とアンテナを接続する手法が多く用いられてい

る [62], [63]．また，マルチアンテナで実現されるダイ

バーシチや MIMO 伝送性能を測定により評価する上

では，実際のアンテナ性能及び伝搬環境を考慮して評

価する必要があり，従来は実伝搬環境において実際に

信号を伝送して伝送性能を評価している．しかし，マ

ルチアンテナ伝送性能を確認しながらのアンテナ構成

の検討や調整は，実伝搬環境における試験による方法

では困難である．そこで移動通信における電波の到来

環境を電波暗室などの室内の試験系を用いて評価可能

な測定系の構築が今後の重要な課題となっている．室

内において電波の到来環境を模擬する方法として，一

様な方向から電波が到来する環境を模擬したランダム

フィールド法 [64], [65]，Reverberation Chamber [66]

や多数の直交アンテナを配置した 20面体電波暗箱 [67]

などの測定手法が提案されている．また見通し環境や

一様な方向からの到来環境などを様々な電波の到来環

境を電波暗室内で模擬可能な測定系についても提案さ

れている [68]．

6. む す び

本論文では移動通信用基地局アンテナ及び携帯電話

アンテナ性能に要求される条件と現状の技術について

概説するとともに，今後データ伝送速度を更に高速化

する上でアンテナに求められる技術課題について概説

した．

基地局アンテナについては，データ伝送速度の高速

化に伴う所要電力の増大や，マイクロ波帯利用に起因

する各種損失の増加量を試算するとともに，特にアン

テナの給電系の損失を低減する手法として RF回路一

体型アンテナに着目し，RF回路ごとに必要となるダ

イプレクサの小形・低損失化を行う一手法として，フィ

ルタ一体型アンテナ構成について紹介した．基地局ア

ンテナの高利得化や低損失化は今後引き続き検討して

いくべき重要な課題である．また基地局アンテナの開

発にあっては，設置の容易性，保守性及びコストを十

分勘案する必要がある．

携帯電話アンテナについては，今後加入者容量を確

保しながらデータ伝送速度の高速化を実現する上で必

要となるマルチバンド・マルチアンテナ実現に向けた

課題，及び評価方法についての今後の方向性について

述べた．携帯電話には，データ伝送速度の高速化やテ

レビ視聴やカメラ機能に代表される通信機能以外の高

機能化などの性能への要求に加え，デザイン性や携帯

性などを考慮した小形・薄型化への要求が絶え間なく

求められる．よって，アンテナを様々な機能で共用し

ながらアンテナ総数の削減を行い，高性能化と小形・

薄型化を両立していく試みが重要である．
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